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開発許可の取消しを求める訴えと（狭義の）訴えの利益
 寺　　　洋　平
1 ．はじめに
　都市計画法上、開発行為とは、「主として建築物の建築
1
又は特定工作物
2
の建設の用に供する目的で行なう土地の区画形質の変更」をいい（ 4条12
項）、一定の開発行為をしようとする場合、当該開発行為をしようとする
者は、同法に基づく開発行為の許可を受けなければならない（29条 1 項・
2 項）。この開発行為の許可について、開発区域内における建築物等の建
築等に反対する周辺住民が、その違法性を争うために取消訴訟を提起する
という事例において、狭義の訴えの利益（以下「訴えの利益」という）の
存否が争点となることが少なくない。
　これまでに、都市計画法に基づく開発行為の許可の取消しを求める訴え
の利益（の存否ないし有無）の問題に関し、最高裁判所の判断が示された
判決として、①最判平成 5 年 9 月10日民集47巻 7 号4955頁（以下「平成 5
年判決」という）、②最判平成 7 年11月 9 日集民177号125頁・判時1551号
64頁（以下「平成 7 年判決」という）、③最判平成11年10月26日集民194号
907頁・判時1695号63頁（以下「平成11年判決」という）、④最判平成27年
12月14日民集69巻 8 号2404頁（以下「平成27年判決」という）の 4件があ
る。これらの判決のうち、最初の平成 5 年判決において、最高裁判所は、
開発許可の取消しを求める訴えの利益（の存否ないし有無）に関する判断
の枠組みと解釈を提示し、それが、その後の平成 7年判決、平成11年判決
および平成27年判決においても踏襲され、各事案の判断の基礎とされてき
た。しかし、学説上、平成 5 年判決によって示された解釈には、当初か
ら、強い批判が寄せられてきた。そして、それ以降、同判決を踏襲する各
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判決が下されるたびに、平成 5 年判決の解釈について、検討・批判が繰り
返し行われてきた。
　本稿は、平成 5 年判決（の解釈）を主たる対象として、最高裁判決とそ
れに対する学説の批判を整理し、各論点について検討を加えるとともに、
現在までの議論の状況を踏まえ、開発許可の取消しを求める訴えの利益の
問題について、若干の考察を行おうとするものである。
2 ．開発許可の取消しを求める訴えの利益に関する判例
　開発行為の許可の取消しを求める訴えの利益（の存否ないし有無）に関
する判例の状況を確認するために、以下では、平成 5年判決、平成 7年判
決、平成11年判決および平成27年判決の事案、判断内容等を概観しておき
たい。
（ 1）　平成 5 年判決は、市街化区域内における共同住宅の建築に反対する
周辺住民が、当該共同住宅の建築のための開発行為に係る開発許可（都市
計画法（平成 4 年法律82号による改正前のもの）29条）等の取消しを求め
た事案であり、 1 審係属中に開発行為に関する工事が完了して検査済証が
交付され、予定建築物についても建築確認がなされ、建築工事が完了して
検査済証が交付されていた。平成 5 年判決は、「［都市計画］法29条に基づ
く許可（以下、この許可を「開発許可」という。）は、あらかじめ申請に
係る開発行為が同法33条所定の要件に適合しているかどうかを公権的に判
断する行為であって、これを受けなければ適法に開発行為を行うことがで
きないという法的効果を有するものであるが、許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したときは、開発許可の有する右の法的効果は消滅するもの
というべきである。」と解釈し、「開発行為に関する工事が完了し、検査済
証の交付もされた後においては、開発許可が有する前記のようなその本来
の効果は既に消滅しており、他にその取消しを求める法律上の利益を基礎
付ける理由も存しないことになるから、開発許可の取消しを求める訴え
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は、その利益を欠くに至るものといわざるを得ない。」と結論づけている
3
。
（ 2 ）　平成 7 年判決は、市街化区域と市街化調整区域との区分が定められ
ていない都市計画区域（いわゆる未線引き都市計画区域）内におけるゴル
フ場の建設に反対する周辺住民が、当該ゴルフ場の建設のための開発行為
に係る許可（都市計画法（平成12年法律73号による改正前のもの）附則 4
項）等について、主位的にその取消しを、予備的にその無効確認を求めた
事案であり、 1 審係属中に開発行為に関する工事が完了し、検査済証の交
付もされていた。平成 7 年判決は、「本件各開発行為に関する工事は既に
完了し、本件土地開発行為に関しては検査済証の交付もされているという
のであるから、右事実関係の下においては、本件各開発許可処分の取消し
及び無効確認を求める訴えの利益は失われ……るものというべきであ
［る］」と判示し、①都市計画法附則 4 項に定める開発行為の許可の取消し
を求める訴えの利益の存否は同法29条の開発許可の場合と同様に解するこ
とができること、②当該訴えの利益の存否に関する解釈は無効確認訴訟の
場合にも妥当することが示された
4
。
（ 3 ）　平成11年判決は、市街化区域内におけるマンションの建設に反対す
る周辺住民が、当該マンションの建設のための開発行為に係る開発許可
（都市計画法（平成 4 年法律82号による改正前のもの）29条）の取消しを
求めた事案である。 1 審係属中に開発行為に関する工事が完了し、検査済
証が交付されていたが、平成 5 年判決の事案とは異なり、予定建築物につ
いて建築確認の申請はされていなかった。平成11年判決は、平成 5年判決
を参照して、「本件許可に係る開発行為に関する工事［が］完了し、……
市長は、……、……検査済証を交付した、という」「事実関係の下におい
ては、本件許可に係る開発区域内において予定された建築物について、い
まだ建築基準法 6 条に基づく確認がされていないとしても、本件許可の取
消しを求める訴えの利益は失われたというべきである」と判示し、平成 5
年判決の射程が建築確認（の申請）がされていない事案にも及ぶことを明
らかにした
5
。
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（ 4 ）　平成27年判決は、市街化調整区域内における住宅の建築に反対する
周辺住民が、当該住宅の建築のための開発行為に係る開発許可（都市計画
法（平成26年法律42号による改正前のもの）29条 1 項）の取消しを求めた
事案であり、訴えの提起前に開発行為に関する工事が完了し、訴えの提起
直後に検査済証が交付されていた。平成27年判決は、平成 5年判決を参照
して、「開発許可は、あらかじめ申請に係る開発行為が［都市計画］法33
条及び34条所定の要件に適合しているかどうかを公権的に判断する行為で
あって、これを受けなければ適法に開発行為を行うことができないという
法的効果を有するものであるところ、開発許可に係る開発工事が完了し、
当該工事の検査済証が交付されたときは、当該開発許可の有する上記の法
的効果は消滅する」と説示したうえで、「市街化調整区域においては、開
発許可がされ、その効力を前提とする検査済証が交付されて工事完了公告
がされることにより、予定建築物等の建築等が可能となるという法的効果
が生ずるものということができ」、「市街化調整区域内にある土地を開発区
域とする開発行為ひいては当該開発行為に係る予定建築物等の建築等が制
限されるべきであるとして開発許可の取消しを求める者は、当該開発行為
に関する工事が完了し、当該工事の検査済証が交付された後においても、
当該開発許可の取消しによって、その効力を前提とする上記予定建築物等
の建築等が可能となるという法的効果を排除することができる」から、
「市街化調整区域内にある土地を開発区域とする開発許可に関する工事が
完了し、当該工事の検査済証が交付された後においても、当該開発許可の
取消しを求める訴えの利益は失われない」と判示した。平成 5年判決（・
平成 7 年判決・平成11年判決）と平成27年判決の判断の違いは、市街化区
域に係る開発許可と市街化調整区域に係る開発許可に関する都市計画法の
仕組み（規定）の違いによるものである
6、7
。
3 ．都市計画法に定める開発行為の許可
　都市計画法上、開発行為の許可の根拠規定には複数のものがあり、ま
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た、現在の根拠規定は、同法の制定以来、数次の改正を経て、成立したも
のである。そこで、前出の 4 件の最高裁判決の事案を理解し、また、本稿
の検討対象（後述）を明確にするために、開発行為の許可の根拠規定とそ
の改正経緯について説明をしておくこととする。
（ 1）　前出の 4 件の最高裁判決のうち、平成 5 年判決と平成11年判決では
都市計画法（平成 4 年法律82号による改正前のもの）29条の開発許可、平
成 7年判決では都市計画法（平成12年法律73号による改正前のもの）附則
4項の開発行為の許可、平成27年判決では都市計画法（平成26年法律42号
による改正前のもの）29条 1 項の開発許可が争われている。
　現行の都市計画法上、「開発許可」とは、同法29条 1 項および 2 項に定
める都道府県知事等
8
の許可を指す（同法30条 1 項柱書参照）。29条 1 項の
開発許可は「都市計画区域又は準都市計画区域内にお［ける］開発行為」
を規制対象とし
9
、同条 2 項の開発許可は「都市計画区域及び準都市計画区
域外の区域内にお［ける］開発行為」を規制対象とする
10
。同条 1項および
2 項に規定された許可の規制対象という観点からすると、開発許可は、①
都市計画区域内における開発行為に係る開発許可、②準都市計画区域内に
おける開発行為に係る開発許可、③都市計画区域および準都市計画区域外
の区域内における開発行為に係る開発許可の 3 種に分けることができる。
前出の 4 件の最高裁判決の事案で争われていた開発行為の許可は、この区
分でいうと、すべて①の開発許可である。
　上記のような開発許可の構成は、平成12年の都市計画法改正
11
（以下「平
成12年改正」という）により、採用されることになったものである。以
下、ごく簡単にではあるが、現在に至る開発許可の構成の変遷を確認して
おくこととしたい。
（ 2）（a）　都市計画法（昭和43年法律100号）の制定から平成12年改正ま
での間、都市計画には都市計画区域を区分（線引き）して市街化区域と市
街化調整区域を定めることが義務づけられており（ 7 条 1 項）、それを前
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提に、開発許可による規制対象は、「市街化区域又は市街化調整区域内に
お［ける］開発行為」と定められていた（29条本文）。もっとも、同法中
「市街化区域、市街化調整区域及び第 3 章第 1 節の規定［29条～52条――
筆者］による開発行為等の規制に関する規定」は、当分の間、「大都市及
びその周辺の都市に係る都市計画区域その他の政令で定める都市計画区域
以外の都市計画区域」には、適用しないこととされていた（附則 3 項）。
したがって、開発許可制度が適用されるのは、「政令で定める都市計画区
域」である都市計画法施行令附則 4 条の定める都市計画区域に限定されて
いた。
　（b）　昭和49年の都市計画法改正
12
により、同法附則に 4 項から 8 項まで
の規定が追加され、「市街化区域及び市街化調整区域に関する都市計画が
定められていない都市計画区域」（未線引き都市計画区域）についても、
当該都市計画が定められるまでの間、その区域内において政令で定める規
模
13
以上の開発行為をしようとする場合には、原則として、都道府県知事の
許可を受けなければならないこととされた（附則 4 項）。この開発行為の
許可には、開発許可（29条）に関する同法30条以下の規定が準用されてい
る（附則 5 項）。
　（c）　平成12年改正により、準都市計画区域制度（ 5 条の 2 等）が創設
され、また、都市計画区域を市街化区域と市街化調整区域とに区分するか
否かの判断が原則として各都道府県の選択に委ねられることになった（ 7
条 1 項）。それを受けて、開発許可の規制対象が、「市街化区域又は市街化
調整区域内にお［ける］開発行為」から「都市計画区域又は準都市計画区
域内にお［ける］開発行為」に改められた（29条 1 項）。これにあわせ
て、都市計画法附則 3 項から 8 項までの規定が削られ、従前の附則 4項の
開発行為の許可は、同法29条 1 項の開発許可に吸収・統合された
14
。
　平成12年改正では、さらに、都市計画法29条に 2項および 3項が追加さ
れ、「都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内にお［ける］開発行
為」を規制対象とする開発許可の制度（同条 2 項。都市計画区域外開発許
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可制度と呼ばれることがある）が創設された。
（ 3 ）　開発許可制度は、市街化区域および市街化調整区域の制度を担保
し、その目的を実現するための制度であり、無秩序な市街化を防止すると
ともに、良好な市街地の形成を図ることを目的としている。都市計画法の
改正により、開発許可の適用範囲は拡大してきたが、開発許可基準（都市
計画法33条・34条）をはじめ、開発許可制度の内容は、基本的には市街化
区域と市街化調整区域との区分（区域区分、線引き）に対応したものに
なっている。前出の 4 件の最高裁判決においても、開発許可の法的効果の
点で意味をもつのは、市街化区域と市街化調整区域との区分である。
　市街化区域と市街化調整区域との区分は、都市計画区域について定めら
れるものである（都計法 7 条 1 項）。都市計画区域の指定の権限、区域区
分に関する都市計画の決定権限は、都道府県が有する（ 5条 1項・ 2項、
15条 1 項 2 号
15
）。都道府県は、都市計画区域について無秩序な市街化を防
止し、計画的な市街化を図るため必要があるときは、都市計画に、市街化
区域と市街化調整区域との区分を定めることができる（ 7 条 1 項本文）。
区域区分を定めるか否かは、原則として、都道府県の判断に委ねられてい
る。ただし、①◯ⅰ首都圏整備法 2 条 3 項の既成市街地または同条 4項の近
郊整備地帯、◯ⅱ近畿圏整備法 2 条 3 項の既成都市区域または同条 4項の近
郊整備区域、◯ⅲ中部圏開発整備法 2 条 3 項の都市整備区域の全部または一
部を含む都市計画区域（ 7 条 1 項 1 号）、②地方自治法252条の19第 1 項の
指定都市の区域の全部または一部を含む都市計画区域（指定都市の区域の
一部を含む都市計画区域にあっては、その区域内の人口が50万未満である
ものを除く）（ 7 条 1 項 2 号、都市計画法施行令 3 条）については、区域
区分を定めることが義務づけられている（ 7 条 1 項ただし書）。区域区分
は、「当該都市の発展の動向、当該都市計画区域における人口及び産業の
将来の見通し等を勘案して、産業活動の利便と居住環境の保全との調和を
図りつつ、国土の合理的利用を確保し、効率的な公共投資を行うことがで
きるように定めること」とされている（13条 1 項 2 号）。区域区分に関し
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必要な技術的基準は、都市計画法施行令に定められている（都計令 8条 1
項、都市計画法施行規則 8 条）。また、「都市計画運用指針」（平成12年12
月28日付け建設省都計発92号建設省都市局長通知）（第 8 版Ⅳ― 2 ― 1 ―Ⅱ―
B）により、区域区分制度の運用に関する国土交通省の基本的な考え方が
示されている。
　平成27年 3 月31現在、都市計画区域の区域数は1，062で、その合計面積
は10，191，119ha（国土の約27％）であり、準都市計画区域の区域数は45
で、その合計面積は67，688．8ha（同約0．2％）である。都市計画区域のう
ち区域区分が設定されている区域（いわゆる線引き都市計画区域）の数は
263であり、その合計面積は5，265，071ha（市街化区域が1，448，850ha、市
街化調整区域が3，816，221ha）である
16、17
。
4 ．判例とそれに対する学説上の批判の整理と検討
　平成 5年判決は、市街化区域内の土地を開発区域とする開発許可につい
て、周辺住民がその取消しを求めた事案であった。同判決は、開発行為に
関する工事が完了し、検査済証の交付もされた後においては、ⓐ開発許可
の本来の法的効果（「これを受けなければ適法に開発行為を行うことがで
きないという法的効果」）は消滅しており、ⓑそのほかに「その取消しを
求める法律上の利益を基礎付ける理由」となる法的効果は存しないとし
て、訴えの利益は失われると判断した。
　市街化区域に係る開発許可の取消しを求める訴えの利益に関する判例に
対する学説上の批判の多くは、平成 5 年判決による上記ⓑの解釈を問題と
しており、開発行為に関する工事が完了し、検査済証の交付がされた後に
おいても、当該開発許可には、①違反是正命令との関係、②検査済証の交
付および工事完了公告との関係、③適合証明書（の交付）との関係におい
て、ⓑにいう法的効果が認められるとする解釈が示されている。また、上
記ⓐについても、平成 5 年判決とは異なる解釈を示す見解がある。以下、
各論点について、学説上の見解と判例を整理し、両者の対立点の所在に留
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意しながら、検討を行うこととする。
（ 1 ）　違反是正命令との関係
　開発許可権者等（国土交通大臣、都道府県知事または市長）は、都市計
画法上、監督処分の権限を付与されており、「この法律［都市計画法――
筆者］若しくはこの法律に基づく命令の規定若しくはこれらの規定に基づ
く処分に違反した者」等に対して、同法の規定によってした許可、認可も
しくは承認を取り消し、変更し、その効力を停止し、その条件を変更し、
もしくは新たに条件を付し、または工事その他の行為の停止を命じ、もし
くは相当の期限を定めて、建築物その他の工作物もしくは物件の改築、移
転もしくは除却その他違反を是正するため必要な措置をとることを命ずる
ことができる（都計法81条 1 項）。開発許可が取消判決によって取り消さ
れると、開発行為は無許可で行われたことになる。そこで、①取消判決の
拘束力により、開発許可権者等は違反是正命令を発すべきこととなるか
ら、訴えの利益が認められるとする見解、②81条 1 項は、開発許可を欠く
開発行為に対し原則として違反是正命令を発するという仕組みであると解
し、開発許可権者等に対し違反是正命令を発するかどうかの判断を求める
法律上の利益が認められるとする見解が主張されてきた
18
。
　しかし、平成 5 年判決は、これらの見解を正面から否定している。同判
決は、その理由として、「［都市計画法］29条ないし31条及び33条の各規定
に基づく開発行為に関する規制の趣旨、目的にかんがみると、同法は、33
条所定の要件に適合する場合に限って開発行為を許容しているものと解す
るのが相当であるから、客観的にみて同法33条所定の要件に適合しない開
発行為について過って開発許可がされ、右行為に関する工事がされたとき
は、右工事を行った者は、同法81条 1 項 1 号所定の『この法律に違反した
者』に該当するものというべきである。したがって、建築大臣［当時――
筆者］又は都道府県知事は、右のような工事を行った者に対して、同法81
条 1 項 1 号の規定に基づき違反是正命令を発することができるから、開発
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許可の存在は、違反是正命令を発する上において法的障害となるものでは
なく、また、たとえ開発許可が違法であるとして判決で取り消されたとし
ても、違反是正命令を発すべき法的拘束力を生ずるものでもないというべ
きである。」と説示している
19
。
　しかし、同判決による81条 1 項の解釈には疑問がある。同判決の解釈
は、ⓐ開発行為に関する工事が完了し、検査済証の交付もされた後におい
ては、開発許可の本来の法的効果は消滅するという解釈を前提としたうえ
で、ⓑその法的効果の消滅した後の開発許可との関係においてのみ成り立
つに過ぎないと考えられるからである。すなわち、ⓐの解釈を前提とした
としても、開発行為に関する工事が完了し、検査済証の交付がされるまで
は、開発許可は法的効果を有しているのであるから、その法的効果が存続
している間は、開発許可が有効なものとして存在し、かつ、開発行為に関
する工事が開発許可の内容に適合している限り、開発許可の効力により、
違反是正命令を発することはできないものと解される
20
。同様に、開発行為
に関する工事が完了し、検査済証が交付された後においては、検査済証交
付および工事完了公告の効力との関係が問題となりうるのであり、検査済
証交付および工事完了公告の法的効果（後述）が存続している間は、検査
済証交付および工事完了公告が有効に存在する限り、その効力により、そ
の法的効果と抵触する内容の違反是正命令を発することはできないものと
解される
21
。都市計画法81条 1 項の規定が、開発許可権者等に、有効な処分
の効力を無視して、違反是正命令を発することのできる権限を付与してい
ると解することはできない。この点に関し、平成 5年判決における藤島昭
裁判官の補足意見（以下「藤島補足意見」という）では、法廷意見の解釈
は開発許可だけでなく、検査済証の交付との関係についても妥当し、「開
発許可の存在又は検査済証の交付は、法81条 1 項 1 号に基づく違反是正命
令を発する上で法的障害にはならない。」、「法に違反した者に対しては、
開発許可又は検査済証の交付を取り消すまでもなく、法81条 1 項 1 号に基
づく違反是正命令を発することができる」との見解が示されている。しか
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し、その補足意見において、違反是正命令と開発許可・検査済証交付の効
力との関係がどのように考えられているのかは、説明されていない。
（ 2 ）　検査済証の交付および工事完了公告との関係
　開発許可を受けた者は、当該開発行為に関する工事を完了したときは、
その旨を開発許可権者に届け出ることとされている（都計法36条 1 項）。
開発許可権者は、その届出があったときは、遅滞なく、当該工事が開発許
可の内容に適合しているかどうかについて検査し（工事完了検査）、その
検査の結果、当該工事が当該開発許可の内容に適合していると認めたとき
は、当該開発許可を受けた者に検査済証を交付しなければならず（同条 2
項）、検査済証を交付したときは、遅滞なく、当該工事が完了した旨を公
告しなければならない（工事完了公告。同条 3 項前段）。
　検査済証の交付は、当該工事が開発許可の内容に適合していることを公
権的に判断する行為であって、それが交付されなければ、当該工事の完了
の公告がなされず、予定建築物の建築等をすることができないという法的
効果が付与されているものであると解されている
22
。一般に、検査済証の交
付（およびその拒否）は、取消訴訟の対象である処分に該当する行為であ
ることが認められている
23
。
　また、通常、工事完了公告には、①開発区域内の土地における建築等の
制限の解除（都計法37条）、②開発行為等により設置された公共施設の管
理権の帰属（40条本文）、③公共施設の用に供する土地の帰属（40条 1
項・ 2 項）という法的効果が付与されていると説明されている
24
。ただし、
①から③までの法的効果は、検査済証の交付と工事完了公告の両者の効果
であるとする説明もみられる
25
。
　平成 5 年判決および平成27年判決は、開発許可の本来の法的効果とされ
る、「これを受けなければ適法に開発行為を行うことができないという法
的効果」について、「開発許可に係る開発行為に関する工事が完了し、当
該工事の検査済証が交付されたときは、当該開発許可の有する……法的効
果は消滅する」（平成27年判決）と判示している。そして、平成27年判決
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は、開発許可と検査済証交付・工事完了公告との関係について、「開発許
可がされ、その効力を前提とする検査済証が交付されて工事完了公告がさ
れる」と説示している。すなわち、判例は、検査済証を交付するために
は、開発許可が有効に存在していなければならないと解していると理解す
ることができる
26
。このような理解を前提とするならば、開発行為に関する
工事が完了しても、検査済証の交付がされるまでは、検査済証の交付を阻
止するために、開発許可の取消しを求める訴えの利益は認められるものと
考えられる
27
（もっとも、通常、工事の完了から検査済証の交付までの期間
はそれほど長くないので、その実益は限定的である）。
　この点、学説上も、開発行為に関する工事が完了しても、検査済証の交
付がされるまでは、検査済証の交付と工事完了公告による建築制限の解除
を阻止する利益があるから、開発許可の取消しを求める訴えの利益が肯定
されるとする見解がある。ただし、その理由付けは、上記の私見とは異な
る。すなわち、この見解においては、開発許可は工事完了検査の判断基準
であり、検査済証の交付は開発許可の存在を前提としているから（都計法
36条 2 項参照）、開発許可が取り消されると、検査済証を交付することが
できなくなると解されている
28
。
　また、その見解によれば、検査済証の交付がされた後においても、建築
物等の建築等を阻止するために、開発許可の取消しを求める訴えの利益が
認められるものとされる。検査済証の交付がされ、工事完了公告がされた
後においても、開発許可が取り消されると、検査済証の交付はその前提を
欠くことになり、検査済証（および工事完了公告）は失効すると解される
からである
29、30
。
　しかしながら、平成 5 年判決は、「開発行為に関する工事が完了し、検
査済証の交付もされた後においては、開発許可が有する……その本来の効
果は既に消滅しており、他にその取消しを求める法律上の利益を基礎付け
る理由も存しない」と判示しており、その見解は、黙示的にではあるが、
明確に否定されている。法廷意見の考え方について、藤島補足意見では、
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「法36条 2 項にいう開発許可は、それが法33条の許可基準に適合している
ことを当然の前提とするもので、知事等の過誤により、許可基準に違反す
る開発許可がされるなどということは、もとより法の予定するところでは
ない。したがって、許可基準に違反する開発行為の現出を防止し、都市の
健全な発展と秩序ある整備を図るという法の目的に整合するよう、法を合
目的的に解釈することは許されるべきである。右の見解に立てば、法36条
2 項にいう開発許可には、法33条の許可基準に違反するものは含まれない
と限定的に解釈するのが相当である。そうすると、たとえ工事が開発許可
の内容に適合していても、開発許可の内容自体が客観的に許可基準に違反
した違法なものである場合には、知事等は、検査済証の交付を拒否し得る
と考えられる。このように考えると、開発許可の存在は、検査済証の交付
を拒否する上で何ら法的障害となるものではない。」と説明されている。
つまり、都市計画法36条 2 項（「都道府県知事は、前項の規定による届出
があつたときは、遅滞なく、当該工事が開発許可の内容に適合しているか
どうかについて検査し、その検査の結果当該工事が当該開発許可の内容に
適合していると認めたときは、国土交通省令で定める様式の検査済証を当
該開発許可を受けた者に交付しなければならない。」）に定める開発許可と
検査済証の交付との関係について、前記の学説が、開発許可は工事完了検
査・検査済証交付の判断基準であると解するのに対し、平成 5年判決をは
じめとする最高裁判例は、開発許可それ自体が工事完了検査・検査済証交
付の判断基準となるとは解していない
31
。
（ 3 ）　適合証明書（の交付）との関係
　開発許可を受けた開発区域内の土地において、建築物の建築をしようと
する場合、建築主は、その計画が建築基準関係規定に適合するものである
ことについて、申請書を提出して建築主事または指定確認検査機関による
建築確認を受けなければならない（建築基準法 6 条 1 項、 6 条の 2 第 1
項。いわゆる準用工作物の場合も、同様である。建基法88条 1 項・ 2項、
建築基準法施行令138条）。都市計画法29条 1 項の規定は、建築確認の審査
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の基準である「建築基準関係規定」に含まれる（建基令 9 条12号）。その
ため、建築主は、建築確認の申請に際しては、（その計画が）「都市計画法
第29条第 1 項……の規定に適合していることを証する書面」（適合証明
書、60条証明書、適合書面、等と呼ばれる）を確認申請書に添付して提出
しなければならず（建築基準法施行規則 1 条の 3第 1項 1号ロ（ 1）・表 2
（77）項、 3 条 5 項）、建築確認を受けようとする者は、当該書面の交付を
開発許可権者に求めることができることとされている（都計則60条）。
　この制度を踏まえて、学説上は、開発許可が取り消されると、適合証明
書は交付されず、それを確認申請書に添付することができなくなり、ま
た、すでに交付された適合証明書は失効することになって（建築確認がな
されていれば、それは実体的な瑕疵を帯びることになる）、建築物等の建
築等を阻止することができるから、訴えの利益が認められるとする見解が
主張されている
32
。
　それと同様の見解は、平成11年判決の上告理由のなかで、すでに主張さ
れていたところである。しかし、平成11年判決は、その点について特段、
説明をすることなく、平成 5 年判決を参照して、「本件許可に係る開発行
為に関する工事を完了し、……、……検査済証を交付した、という」「事
実関係の下においては、本件許可に係る開発区域内において予定された建
築物について、いまだ建築基準法 6 条に基づく確認がされていないとして
も、本件許可の取消しを求める訴えの利益は失われたというべきである」
とのみ判示し、上告を退けている。同判決が、適合証明書の交付との関係
で開発許可の取消しを求める訴えの利益を認めなかった理由については、
適合証明書の添付は、都市計画法の目的とは別個の目的で行われる建築基
準法による規制であるから、適合証明書に関する規定を根拠に訴えの利益
を肯定することは困難であると説明されている
33
。しかし、その説明は、十
分に納得のできるものとはいえない。都市計画法上、開発行為とは、「主
として建築物の建築又は特定工作物の建設の用に供する目的で行なう土地
の区画形質の変更」をいうが（同法 4 条12項）、制度上、その開発行為を
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開発許可によって規制し、開発許可を受けた開発区域内の土地における建
築物等の建築等を建築確認によって規制するという構成がとられている。
開発許可制度と建築確認制度がいわば一体となって開発区域内における建
築物等の建築等の規制が行われているのであって、両制度による規制を別
個の目的による規制とは解し難いからである
34
。
（ 4 ）　開発許可の本来の法的効果
　平成 5年判決および平成27年判決は、開発許可の本来の法的効果を「こ
れを受けなければ適法に開発行為を行うことができないという法的効果」
であると解している。これに対して、学説上は、都市計画法の関係規定に
照らし、開発許可の本来の法的効果は、最高裁判例のいう法的効果にとど
まらず、「許可の内容とされた開発行為（及び建築物等の建築）以外の開発
行為（及び建築行為）の結果生ずる土地・建築物等の状態は、適法なもの
とはみなされない」効果であると解されるとする見解が主張されている
35
。
この見解は、前記（ 2 ）の学説と同様に、工事完了検査の判断基準は開発
許可であり、開発許可と検査手続とは実体的に連動していると解したうえ
で、都市計画法上、①開発許可を受けた者が当該開発許可の申請書の記載
事項（◯ⅰ開発区域の位置、区域および規模、◯ⅱ予定建築物等の用途、◯ⅲ開
発行為に関する設計、◯ⅳ工事施行者、◯ⅴその他国土交通省令で定める事
項。都計法30条 1 項 1 号～ 5号）を変更しようとする場合においては、原
則として変更許可を受けなければならないこと（35条の 2 第 1 項）、②開
発許可を受けた開発区域内においては、原則として、予定建築物等以外の
建築物等の新築等が禁止されること（42条 1 項）、③開発登録簿には、予
定建築物等の用途その他開発許可の内容（変更許可等があった場合は変更
後の内容。35条の 2第 5項）等が登録され、また工事完了検査により開発
行為に関する工事が開発許可の内容に適合すると認められたときは、その
旨が附記されて、公衆の閲覧に供され、請求によりその写しも交付される
こと（47条）に照らし
36、37
、「開発許可の内容にしたがって以後の開発に係る
工事、建築物の建築が進められることを法が予定している」（したがっ
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て、開発許可の本来の効果は、「開発行為・建築行為が完了した後も、
……存続する」）と解釈する
38
。
　平成27年判決は、この見解が論拠として挙げる都市計画法の規定のうち
42条 1 項を43条 1 項と結びつけ、その両規定をもって、市街化調整区域に
係る開発許可に特有の法的効果を根拠づけている。すなわち、平成27年判
決は、「市街化調整区域のうち、開発許可を受けた開発区域以外の区域に
おいては、都市計画法43条 1 項により、原則として知事等の許可を受けな
い限り建築物の建築等が制限されるのに対し、開発許可を受けた開発区域
においては、同法42条 1 項により、開発行為に関する工事が完了し、検査
済証が交付された工事完了公告がされた後は、当該開発許可に係る予定建
築物等以外の建築物の建築等が原則として制限されるものの、予定建築物
等の建築等についてはこれが可能となる」ことから、「市街化調整区域に
おいては、開発許可がされ、その効力を前提とする検査済証が交付されて
工事完了公告がされることにより、予定建築物等の建築等が可能となると
いう法的効果が生ずるものということができる」と解し、その法的効果
は、開発許可に関する工事が完了し、検査済証が交付された後においても
消滅しないと判断した
39
。
　平成27年判決は、また、「市街化区域においては、開発許可を取り消し
ても、用途地域等における建築物の制限（都市計画法10条、建築基準法第
3章第 3 節）等に従う限り、自由に建築物の建築等を行うことが可能であ
り、市街化調整区域における場合とは開発許可の取消しにより排除し得る
法的効果が異なる」とも判示している。市街化区域については、原則とし
て用途地域が定められるところ
40
、都市計画法42条 1 項ただし書により、開
発区域内の土地について用途地域等が定められているときは、同条同項本
文に定める建築等の制限は、原則として及ばないこととされているためで
ある。この説示は、上記の学説との関係でいえば、都市計画法42条 1 項が
市街化区域における開発許可の法的効果の根拠とはならないということを
意味する。
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　上記の学説上の見解は、平成27年判決より以前に提唱されたものであ
る。そのため、同見解の主張が、市街化区域に係る開発許可に（そのまま
の形で）妥当するものであるかどうかについては、平成27年判決をも踏ま
えて、改めて検討する必要があるように思われる。
5 ．おわりに
（ 1 ）　市街化区域に係る開発許可の取消しを求める訴えの利益に関する判
例とそれに批判的な学説との間の最も重要な対立点は、都市計画法36条 2
項の解釈にあるものと考えられる。学説は、同条同項の「開発許可の内
容」の文言を、字義どおりに理解する。その理解によれば、工事完了検
査・検査済証の交付（都計法36条 2 項）、工事完了公告（同条 3 項）は、
いずれも開発許可（の内容）を実体的な基準・基礎とすることになるか
ら、開発許可の法的効果は、開発行為に関する工事が完了し、検査済証が
交付された後においても存続すると解されることになる。それに対し、判
例（・藤島補足意見）は、都市計画法36条 2 項の「開発許可」には「法33
条の許可基準に違反するものは含まれない」と限定的に解し（藤島補足意
見）、そのうえで、おそらくは開発許可と検査済証交付・工事完了公告と
の実体的な連動性を否定して、開発行為に関する工事が完了し検査済証の
交付もされた後においては開発許可の法的効果は消滅すると判断してい
る。
　判例の解釈と学説の解釈のどちらが妥当であるかは、開発行為の規制と
建築行為の規制に関する制度・過程の全体との関係において検討・考察す
る必要があり、ここでその結論を出すことはできない。ただ、その前提と
なる、都市計画法36条 2 項に関する判例の理解・解釈には、なお不明な点
があるので、その点に関する疑問を述べておくこととする。
　第一に、判例（・藤島補足意見）の立場においては、何が工事完了検
査・検査済証交付の基準になると考えられているのだろうか。都市計画法
33条の許可基準ということになるのか、それとも、開発許可（の内容）と
白山法学　第14号　2018
― 86 ―
都市計画法33条の許可基準の両方ということになるのか（前者と後者を比
べた場合には、後者の方が、現実的であり、妥当であると考えられる）。
　第二に、開発許可が適法である場合と違法である場合とで、工事完了検
査・検査済証交付の基準は異なるのか否か。藤島補足意見の反対解釈とし
て、適法な開発許可は、都市計画法36条 2 項の「開発許可」に当たるもの
と解される。そうであるとすれば、その場合、工事完了検査・検査済証の
交付は、もっぱら当該開発許可（の内容）を基準とすることになると考え
られるが、それでも、開発許可と工事完了検査・検査済証の交付（・工事
完了公告）との間には、実体的な連動関係は認められないのだろうか。
（ 2 ）　さらに、判例と建築行為の規制に関する法令の規定・制度との整合
性についても、指摘をしておきたい。開発許可を受けた開発区域内の土地
における建築物等の建築等は、建築基準法およびその関係法令による規制
を受ける。同法および関係法令の規定をみると、建築行為の規制過程にお
ける開発行為の適法性の判断は、検査済証の交付（および工事完了公告）
ではなく、開発許可をその基準とするものとされている。すなわち、建築
確認機関による建築確認の審査の基準となる「建築基準関係規定」（建基
法 6 条 1項）に該当する都市計画法の規定は、29条 1 項および 2項、35条
の 2 第 1 項、41条 2 項、42条、43条 1 項等であり（建基令 9 条12号）、そ
こには、工事完了検査・検査済証交付に関する36条 2 項、工事完了公告に
関する同条 3項は含まれていない。それを受けて、開発許可を受けた開発
区域内の土地において建築物等の建築等をしようとする建築主が、開発許
可権者に交付を求め、建築確認の申請書に添付することとされている適合
証明書も、建築基準関係規定たる都市計画法の規定に適合することを証す
る書面に限定されている（都計則60条、建基則 1条の 3第 1項 1号ロ・表
2 （77）～（82）項、 3 条 5 項）。建築主は、開発許可を受けていれば、
検査済証の交付および工事完了公告がされる前に、適合証明書の交付を求
め、建築確認の申請をすることができるし
41
、また、検査済証の交付および
工事完了公告の前後を問わず、建築確認機関による建築確認の審査におい
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て、都市計画法36条 2 項・ 3項適合性は審査の対象とはならない。
　さらに、都市計画法自体にも、開発許可が建築確認の審査の基準となる
ことを前提とした制度が置かれている。建築承認制度がそれである。開発
許可を受けた開発区域内の土地においては、工事完了公告があるまでの間
は、建築物等の建築等をしてはならない（都計法37条）。ただし、開発許
可権者が「支障がないと認めたとき」は、その限りでない（同条ただし
書、 1 号。建築承認制度）。開発許可権者が承認をした場合には、開発許
可を受けた段階で、建築確認の申請をし、建築確認を受けて、開発行為に
関する工事に係る検査済証の交付および工事完了公告を待つことなく、建
築物の建築等の工事を開始することができるのである
42
。
　以上のように、判例は、建築規制に関する法令の規定・制度との整合性
を欠いており、両者の間には齟齬が生じている状況にあるといわなければ
ならない。
（ 3）　本稿では、市街化区域に係る開発許可の取消しを求める訴えの利益
の問題をめぐる主要な論点に関し、学説の議論と判例を整理し、検討を加
えてきた。この問題に関する現在までの議論の状況と、平成 5年判決を中
心とする最高裁判例の問題点を、ある程度、明確にすることができたので
はないかと思っている。しかしながら、平成27年判決を含め、最高裁判例
には、なお解明・検討を要する点が残されている。今後の判例と学説の展
開を注視しつつ、なお検討・考察を続けていくこととしたい。
注
1 　同法において、「建築物」とは、「建築基準法（……）第 2条第 1号に定める建築
物」をいい、「建築」とは、「同条第13号に定める建築」をいう（ 4 条10項）。建築
基準法 2 条 1 号では、「建築物」は、「土地に定着する工作物のうち、屋根及び柱若
しくは壁を有するもの（これに類する構造のものを含む。）、これに附属する門若し
くは塀、観覧のための工作物又は地下若しくは高架の工作物内に設ける事務所、店
舗、興行場、倉庫その他これらに類する施設（鉄道及び軌道の線路敷地内の運転保
安に関する施設並びに跨線橋、プラットホームの上家、貯蔵槽その他これらに類す
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る施設を除く。）をいい、建築設備を含むものとする。」と定義され、同条13号で
は、「建築」は、「建築物を新築し、増築し、改築し、又は移転すること」と定義さ
れている。
2　同法において、「特定工作物」とは、「コンクリートプラントその他周辺の地域の
環境の悪化をもたらすおそれがある工作物で政令で定めるもの（以下「第一種特定
工作物」という。）又はゴルフコースその他大規模な工作物で政令で定めるもの
（以下「第二種特定工作物」という。）」をいう（ 4条11項）。それを受けて、都市計
画法施行令（ 1 条）には、コンクリートプラント以外の第一種特定工作物（アス
ファルトプラント等。同条 1 項）、ゴルフコース以外の第二種特定工作物（野球場
等で、その規模が 1 ヘクタール以上のもの。同条 2項）が定められている。
3 　平成 5 年判決の評釈等として、荒秀・法教162号100頁、古城誠・平成 5年度重判
解60頁、見上崇洋・民商110巻 6 号1074頁、髙山浩平・平成 5 年行政関係判例解説
181頁、村田哲夫＝京極務・判自129号11頁、綿引真理子・最高裁時の判例Ⅰ公法編
257頁、同・最判解民事篇平成 5 年度（下）840頁、山本隆司・法協112巻 9 号1294
頁、加藤幸嗣・判評441号（判時1540号）163頁がある。
4　平成 7 年判決の評釈等として、高橋滋・判評455号（判時1582号）182頁がある。
5 　平成11年判決の評釈等として、日景聡・平成11年行政関係判例解説201頁、金子
正史「開発許可取消訴訟における訴えの利益」（初出2001年）同『まちづくり行政
訴訟』（2008年） 1 頁がある。
6 　平成27年判決の評釈等として、島村健・民事判例Ⅻ118頁、同・民商152巻 2 号
183頁、山下竜一・法セ736号119頁、深澤龍一郎・法教430号131頁、楠井嘉行＝飯
田真也・判自410号 5 頁、洞澤秀雄・南山法学40巻 1 号 1 頁、下山憲治・速判解19
号45頁、林俊之・ジュリ1500号129頁、同・曹時69巻11号445頁、寺洋平・判評694
号（判時2308号）171頁、恩地紀代子・判自417号86頁、新田和憲・平成27年行政関
係判例解説139頁、岡田正則・平成28年度重判解43頁、吉岡郁美・自治研究93巻 6
号135頁がある。以下、注 3 から注 6 までに掲記した評釈等を引用する際は、「評
釈」と表記する。
7 　そのほかに、開発許可の取消しを求める訴えの利益の存否が争われた事例とし
て、最決平成21年11月13日 LEX/DB25483251がある。その事案は、市街化調整区
域内にある土地を開発区域とする開発許可について、周辺居住者がその取消しを求
めたが、 1 審係属中に、当該開発許可に係る開発行為に関する工事が完了し、検査
済証も交付されていたというものである。 1 審の岡山地判平成20年10月 2 日 LEX/
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DB25483253は、平成 5 年判決を参照し、訴えの利益を欠くと判断して、訴えを却
下し、原審の広島高岡山支判平成21年 6 月18日 LEX/DB25483252も、その判断を
維持した。上告受理の申立てがなされたが、最決平成21年11月13日は、それを不受
理とした。この最高裁決定については、平成27年判決との整合性が問題となりう
る。下山・評釈48頁参照。
8 　都市計画法29条 1 項および 2 項の規定により開発許可の権限を付与されているの
は、都道府県知事、指定都市の長、中核市の長である。そのほかに、平成26年法律
42号による特例市制度の廃止後における施行時特例市（同法附則 2 条参照）の長
（同法附則45条・46条）、地方自治法上の条例による事務処理の特例制度により開発
許可の事務を処理することとされた市町村の長（同法252条の17の 2 第 1 項参照）
にも、開発許可の権限は付与されている。また、調整地域に関する都市計画を定め
た市町村の長も、都道府県知事との協議により（町村の長にあっては都道府県知事
の同意を得て）、当該市町村の区域内において、都市計画法 3 章 1 節（同法29条～
52条）の規定に基づく事務を処理することができる（都市再生特別措置法93条）。
9　都市計画法29条 1 項は、「都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為
をしようとする者は、あらかじめ、国土交通省令で定めるところにより、都道府県
知事（……。……。）の許可を受けなければならない。」と規定する（同項本文）。
ただし、同項 1 号から11号までに列記された開発行為は、適用除外とされている
（同項ただし書）。
10　都市計画法29条 2 項は、「都市計画区域及び準都市計画区域外の区域内におい
て、それにより一定の市街地を形成すると見込まれる規模として政令で定める規模
以上の開発行為をしようとする者は、あらかじめ、国土交通省令で定めるところに
より、都道府県知事の許可を受けなければならない。」と規定する。「それにより一
定の市街地を形成すると見込まれる規模として政令で定める規模」は、 1ヘクター
ルと定められている（都市計画法施行令22条の 2）。ただし、同項 1 号および 2 号
に掲げられた開発行為は、適用除外とされている（同項ただし書）。
11　都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成12年法律73号）による。
同法による都市計画法の改正に関する解説として、都市計画・建築法制研究会編
（建設省都市局都市計画課＝建設省建設経済局民間宅地指導室＝建設省住宅局市街
地建築課監修）『平成12年改正 都市計画法・建築基準法の解説 Q ＆ A』（2000年）
がある。
12　都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（昭和49年法律67号）による。
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13　その規模は、3，000平方メートルと定められていた（都市計画法施行令（平成13
年政令98号による改正前のもの）附則 4 条の 2 本文）。また、市街化の状況等によ
り特に必要があると認められるときは、都道府県知事が、都道府県の規則で、区域
を限り、300平方メートル以上3，000平方メートル未満の範囲内で、その規模を別に
定めることが認められていた（同条ただし書）。
14　なお、経過措置として、平成12年改正法の施行日前に同法による改正前の都市計
画法29条または附則 4 項の規定によりされた許可は、改正後の都市計画法29条 1 項
の規定によりされた許可とみなし、平成12年改正法の施行の際現に改正前の都市計
画法29条または附則 4 項の規定によりされている許可の申請は、改正後の都市計画
法29条 1 項の規定によりされた許可の申請とみなすこととされている（平成12年改
正法附則 4 条）。
15　ただし、 2 以上の都府県の区域にわたる都市計画区域については、その指定の権
限は国土交通大臣（都計法 5 条 4 項）、当該都市計画区域に係る都市計画の決定権
限は国土交通大臣および市町村に付与されている（22条 1 項）。
16　線引き都市計画区域の区域数は、都市計画区域の区域数の約25％にとどまるが、
その合計面積は、都市計画区域の合計面積の約51．7％になる。
17　データは、国土交通省都市局都市計画課『平成27年（2015年）都市計画年報』
（2017年） 1 ～ 2 頁、 9 頁、332～335頁による。
18　①の見解は、荒・評釈101頁の示唆するところであり、②の見解は、古城・評釈
62頁において主張されているものである。見上・評釈1083頁も、違反是正命令との
関係で訴えの利益が認められるとする立場をとる。
19　平成 5 年判決の採用した立場に関する解説として、綿引・評釈（最判解）850～
854頁参照。
20　同旨、古城・評釈60頁。
21　もっとも、検査済証交付および工事完了公告の法的効果については、その継続性
という点で、どのような性質を有するかという解釈上の問題がある。
22　千葉地判平成 2 年 3 月26日行集41巻 3 号771頁（平成 5年判決の 1審判決）、藤島
補足意見参照。
23　裁判例として、千葉地判平成 2 年 3 月26日（前出）とその控訴審判決（平成 5年
判決の原審判決）である東京高判平成 2 年11月28日行集41巻11＝12号1906頁（平成
5 年判決は、原審の判断を正当として是認している）。藤島補足意見でも、検査済
証の交付は処分であると理解されている。学説として、荒秀＝小高剛編『都市計画
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法規概説』（1998年）112頁［安本典夫］、金子・評釈25頁注25、中川丈久＝斎藤浩
＝石井忠雄＝鶴岡稔彦編著『公法系訴訟実務の基礎〔第 2版〕』（2011年）416～417
頁など。中川ほか編著・同書416～417頁は、そのうえで、工事完了の届出（都計法
36条 1 項）は、検査済証交付の申請に当たると解する。それに対し、「開発許可制
度運用指針」（平成26年 8 月 1 日付け国都計67号国土交通省都市局長通知）では、
検査済証の交付は「行政手続法に規定する申請に対する処分に該当するものではな
［く］」、また、工事完了の届出は同法に規定する「届出」に該当するという解釈が
示されている（Ⅱ―（ 1 ）―①・（ 4 ））。
24　遠藤博也『都市計画法50講〔改訂版〕』（1980年）108～109頁、安本典夫『都市法
概説〔第 3 版〕』（2017年）95頁、生田長人『都市法入門講義』（2010年）216～217
頁など参照。①の法的効果に関し、あわせて、金子・評釈25頁注24参照。
25　荒＝小高編・前掲書112頁［安本］。
26　その点については、文献等の参照も含め、寺・評釈13頁参照。
27　それに対し、綿引・評釈（最判解）857頁注 2 では、藤島補足意見（本文後出）
の解釈を前提とするならば、「開発許可に関する工事が完了すれば、検査済証の交
付前であっても、開発許可の取消しを求める訴えの利益は失われることになろう。」
と考えられている。日景・評釈209頁も同旨である。
28　金子・評釈15頁。山本・評釈1303頁参照。綿引・評釈（最判解）857頁注 2、日
景・評釈209頁、安本・前掲書103～104頁も、そのような解釈の余地があることを
認めている。
29　山本・評釈1303頁、金子・評釈15頁、19頁。
30　髙山・評釈186～187頁、188～189頁も、「文理的に解釈する限り、開発許可処分
が取り消されれば、それに続く工事完了公告も効力を有しなくな……るという関係
になりそうである。」と述べている。
31　検査済証の交付がされた後においても、検査済証交付・工事完了公告との関係で
訴えの利益が認められるとする見解に対しては、「［都市計画］法37条所定の建築制
限は、……、同法により特に開発許可に付与された効果であると解され、そもそも
開発許可自体が取り消されれば、右の建築制限もその効力を失うと解される。そう
であるとすれば、開発許可が取り消されれば検査済証の交付の法的効力が影響を受
け、これに伴って同法37条所定の建築制限の解除という法的効果が失われることを
根拠に、訴えの利益を肯定することはできない」とする批判もある。判時1695号64
頁および判タ1018号190頁の匿名解説。日景・207～208頁も同旨。それに対する反
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論として、金子・評釈26～27頁注31。
32　金子・評釈18～19頁、20頁、洞澤・評釈13～16頁。林・評釈（曹時）457頁注 7
も、適合証明書との関係で訴えの利益を認める余地があるとする。
　　なお、開発許可権者により開発許可がなされている場合、建築確認機関が建築確
認の審査として行う都市計画法29条 1 項適合性の審査は、形式的・外形的審査にと
どまると解するのが、学説および裁判例の立場である。拙稿「都市計画法施行規則
60条に定める適合証明書およびその交付行為について」白山法学13号83頁参照。適
合証明書との関係で訴えの利益を肯定する見解も、そのことを前提としている。
33　判時1695号64頁および判タ1018号190頁（平成11年判決の匿名解説）、日景・評釈
207頁、林・評釈（曹時）457頁注 7 参照。
34　金子・評釈16～17頁、18頁、洞澤・評釈15～16頁参照。開発許可制度と建築確認
制度とが密接な関係にあることは、多くの解説書等において説かれているところで
ある。
35　高橋・評釈184頁、同『行政法』（2016年）359～360頁。同旨、山本・評釈1306～
1307頁。見上・評釈1080～1082頁も、開発許可の本来の法的効果という点に関し、
同様の立場をとる。同評釈1081頁は、開発行為の規制は「都市計画法に基づく計画
の実現のためのものであり、開発許可による禁止の解除［は］なおも計画の枠内で
のみ許容される範囲のものであるという理解」のもと、「開発規制もそれの解除行
為としての許可も、それの法的効果を常時継続させることに、計画という手法を用
いている意味があることになろうし、計画規制の法的意義が徹底されるものとな
る」として、開発許可により「法的禁止が解除された状態は工事が完了したとして
もなお継続」する（「開発許可については、……、工事完了によっても法的効果が
消滅しない」）と解する。山本・評釈1305頁、岡田・評釈45頁も、そのような捉え
方を肯定する。
　　金子・評釈10～12頁、吉岡・評釈142～144頁も、開発許可の本来の法的効果は、
開発行為に関する工事が完了し、検査済証が交付された後においても、存続すると
解している。ただし、それがどのような法的効果であるのかは、具体的に述べられ
ていない。
36　山本・評釈1306頁、吉岡・評釈143～144頁は、42条 1 項、47条のほかに、公共施
設の管理に関する39条、公共施設の用に供する土地の帰属に関する40条も挙げてい
る。
37　金子・評釈11～12頁は、41条 1 項（平成12年法律73号による改正前のもの）およ
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び42条 1 項を挙げる。安本・前掲書104頁も、両規定を根拠に、開発行為に関する
工事が完了し、検査済証が交付された後においても、開発許可の取消しを求める訴
えの利益は存続すると解している。
38　高橋・評釈184頁。
39　平成27年判決の考え方によれば、市街化調整区域に係る開発許可の法的効果（・
その取消しを求める訴えの利益）は、予定建築物等の建築等の工事が完了した後に
おいても存続すると解されることになるものと解される。同旨、島村・評釈195
頁、岡田・評釈45頁、吉岡・評釈140頁。それに対し、楠井＝飯田・評釈 8 ～ 9
頁、洞澤・評釈11頁、林・評釈（曹時）458～459頁注11は、その法的効果（・訴え
の利益）は予定建築物等の建築等の工事が完了したときは消滅すると解する。
40　都市計画法に定める都市計画基準では、区域区分と地域地区との関係について、
「市街化区域については、少なくとも用途地域を定めるものとし、市街化調整区域
については、原則として用途地域を定めないものとする。」と定められている（13
条 1 項 7 号後段）。
41　中川ほか編著・前掲書416頁も指摘するところである。
42　建築承認制度については、中川ほか編著・前掲書436～437頁参照。
